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Ⅰ　はじめに  

第１章．基礎調査の概要 

(１) 目的 

第６次信濃町長期振興計画（後期基本計画）策定にあたり、統計資料等を用いて、目標値の経年変

化と町の現状を把握し、既存施策の見直し等に活用する。 

 

 

(２) 本書の構成 

本書は、以下の構成とし、前期基本計画の各基本目標及び行政経営方針に沿って分析を行う。 

 

 

(３) 比較対象近隣町村及び類似団体 

比較する他自治体は、隣接する町村及び、人口等の構造が類似している自治体としている。 

 

 

 Ⅰ.調査結果の 

まとめ
各章からみえる信濃町の現状・課題の取りまとめ

 
Ⅱ.調査結果の 

詳細

第 1章　　：人口・行財政に関する分析 

第 2章以降：「第６次長期振興計画（前期基本計画）」の各基本目標の分析 

（対応する指標や関連データによる信濃町の現状・課題の把握。指 

標となっている項目には図表番号に「★」の印をつけている。）

 
近隣町村 小布施町　山ノ内町　野沢温泉村　飯綱町

 
類似団体 飯島町　　池田町
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Ⅱ　調査結果の詳細 

第１章．人口・行財政に関する分析 

(１) 人口・世帯の状況 

 

図表 1　年齢 3区分別人口・高齢化率の推移及び推計 

  
出典：令和２年まで、総務省「国勢調査」 
令和７年以降、国立社会保障・人口問題研究所「将来推計人口」（令和５年推計） 

 

図表 2　人口推計高齢化率の比較 

 
出典：国立社会保障・人口問題研究所「将来推計人口」（令和５年推計） 
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 u 人口は、平成２年以降減少が続き、令和２年時点では 7,739 人であり、今後も本町の人口は減少

が続くことが推計されている。なお、令和６年度では 7,600 人、令和 11 年度では 7,000 人とい

う目標を掲げる中、各目標年度の翌年度の推計では、どちらも下回る推計となっている。 

u また、令和２年時点の高齢化率は 44.1％で、平成 27年より 5.0 ポイント上昇している。今後も

上昇が続くと見込まれ、県や他町村と比較して一貫して高い推計となっている。

目標人口 
令和６年：7,600 人 
令和 12 年：7,000 人
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図表 3　高齢夫婦・高齢単身世帯の推移 
 

 
出典：総務省「国勢調査」 
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 u 高齢者夫婦・高齢単身世帯の推移をみると、高齢者夫婦世帯と高齢単身世帯を合わせて、令和２

年時点で 1,097 世帯となっており、平成 17年の 735 世帯から約 1.5 倍となっている。 

u 高齢夫婦世帯のみでは、令和２年において 607 世帯で、平成 17 年の 447 世帯から約 1.4 倍、高

齢単身世帯では令和２年において 490 世帯で、平成 17 年の 288 世帯から約 1.7 倍と、単身世帯

の増加が顕著にみられる。
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(２) 通勤・通学状況 

 

図表 32　通勤・通学者の移動状況（令和２年） 

 
出典：総務省「令和２年国勢調査」 

※従業先不詳は 45 名である。 

 

 

 

飯山市

信濃町内従業者
4,273人

高山村長野市

山ノ内町

小布施町

飯綱町 中野市975人

須坂市

247人

253人

487人

千曲市

新潟県

122人

87人

77人
48人

37人

22人

13人 19人

6人 23人

165人

120人

3人

13人

2人

5人

昼間人口：7,225人
夜間人口：7,739人

町民の通勤・通学 4,809人
（うち、自町で通勤・通学

３,108人
町外への通勤・通学1,701人）

町外から町内への通勤・通学
1,165人

 u 町民のうち通勤・通学する者は 4,809 人で、そのうち町内で通勤・通学する者は 3,108 人である。

町外からの通勤・通学者は 1,165 人で、その内訳をみると、長野市から 487 人と最も多く、飯綱

町から 253 人、新潟県から 166 人が本町へ就業している。 

u 町外へ通勤・通学する者は 1,701 人で、その内訳をみると、長野市への就業者が 975 人と最も多

い。その他、飯綱町へは 487 人、中野市へは 122 人、新潟県へは 120 が就業している。 

u 昼夜間人口をみると、昼間は 7,225 人、夜間は 7,739 人と夜間人口のほうが 514 人ほど多く、昼

夜間人口比率は 93.4％となっている。
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(３) 財政に関する推移 

 

図表 4　町税収入額の推移 

  
出典：信濃町「信濃町勢要覧」 

 

 

図表 5　財政力指数1の推移 

 
出典：総務省「地方公共団体の主要財政指標一覧」 
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 u 町税収入額は平成 21年度以降減少傾向が続き、令和３年度には、約 108 億円で、平成 21年度か

らみると、20 億円程度の減少となっている。 

u 財政力指数は減少傾向が続いており、令和３年度には 0.33 となっており、平成 21年度以降最も

低くなっている。

1 財政力指数：地方公共団体の財政力を示す指数で、基準財政収入額（標準的な地方税収）を基準財政需要額（行政事務の必要経費）

で割った数値の過去３年間の平均値。数値が高いほど、自主財源の割合が高く、財政状況に余裕があるとされる。
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図表 6　経常収支比率2の推移（★） 

 
出典：総務省「地方公共団体の主要財政指標一覧」 

 

 

図表 7　実質公債費比率3の推移（★） 

 
出典：総務省「地方公共団体の主要財政指標一覧」 
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 u 経営収支比率の推移をみると、平成 22 年度に 80.9％まで改善したものの、それ以降は令和元年

度まで上昇している。令和２年度以降は再び減少傾向にあり、３年度では 86.2％で、目標値の

90％を下回り、達成している。 

u 実質公債費比率は、平成 20 年度以降減少しており、平成 29年度には 7.9％にまで減少し、平成

30 年度以降は、10％前後で維持している。

2 経常収支比率：人件費や扶助費、公債費など縮減することが容易でない経費（義務的経費）に地方税や地方交付税などの一般財源が

どの程度費やされているかを求めたもの。低ければ低いほど財政運営に弾力性があり、政策的に使えるお金が多くあ

ることを示している。 

3 実質公債費比率：公債費による財政負担の程度を客観的に示す指標。数値が高いほど返済の負担が大きいことを表している。
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第２章．基本目標１「協力の輪が広がり、お互いに支え合うまち」の分析 

(１) 転入・転出数の状況 

 

図表 8　転出・転入者数の推移 

 
出典：長野県「毎月人口異動調査」 
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 u 本町の転出入の状況は、いずれも緩やかに減少しているが、転出者数が転入者数を上回る状況が

続いている。 

u 令和２年においては、平成 17 年以降で２番目に転入数が多くなったが、令和３年度は 194 人と

これまでで最も少ない転入者数まで落ち込んでいる。
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図表 9　転出先自治体（令和４年） 

 

※転出先の長野県の市町村の内訳はデータとしてないため、不明。 
出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 

 

図表 10　転入元自治体（令和４年） 

  

 

 

 
出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 
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 u 転出先、転入元ともに長野県内が最も多く、市町村の内訳をみると、転入元は長野市が半数近く

を占めている（※）。
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(２) 年代別の移動状況 

 

図表 11　年代別純移動数の推移 

【男性】 

 

 

 

【女性】 

 

 
出典：内閣府「RESAS」 
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 u 年代別の純移動数をみると、男女とも、15～19 歳→20～24 歳で大きく転出している。 

u 2010 年→2015 年の間では、男性は、20～24 歳→25～29 歳で転出が少なくなるが、女性は 25～29

歳→30～34 歳まで転出が続いており、どの年においても、この傾向は変わらない。
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第３章．基本目標２「地域ぐるみで子どもを育むまち」の分析 

(１) 出生状況 

 

図表 12　合計特殊出生率の推移（★） 

 
 

図表 13　合計特殊出生率の比較 

 
出典：厚生労働省「人口動態保健所・市区町村別統計　人口動態統計特殊報告」 

 

図表 14　出生（★）・死亡数の推移 

 
出典：長野県「毎月人口異動調査」
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 u 合計特殊出生率は、年々減少しており、平成 25～29 年の最新値では 1.42 で、前期基本計画の目

標値である 1.50 には達していない。また、長野県の 1.57 よりも低く、他町村と比べても低くな

っている。 

u 出生数は 30 人前後で推移しており、令和３年では 33 人で、前期基本計画の目標値の 42 人には

至っておらず、平成 30 年の基準値の 34 人と同水準にとどまっている。死亡数は平成 27 年以降

増加し、一度令２年に 125 人まで減ったものの、令和３年では再び 145 人に増加している。



 

11 

第４章．基本目標２「生涯を通じて、だれもが健康に自分らしく暮らせるまち」の分析 

(１) 平均寿命 

 

図表 15　平均寿命の推移 

 
出典：厚生労働省「市区町村別生命表の概況」 

 

図表 16　平均寿命の比較（令和２年） 

 

出典：厚生労働省「市区町村別生命表の概況」 
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 u 平均寿命を経年でみると、男性、女性ともに年々上昇しており、令和２年時点で、男性では 82.5

歳、女性では 87.6 歳である。県との比較では、男女ともに、県とほぼ同様となっている。 

u 他町村と比較すると、男性は４番目に高いが、女性は２番目に低くなっている。
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(２) 要介護・要支援の認定の状況 

 

図表 17　調整済み要介護・要支援認定率の推移 

 
出典：厚生労働省「見える化システム」 

 
 

図表 18　調整済み要介護・要支援認定率の比較（令和４年度） 

 
出典：厚生労働省「見える化システム」 
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 u 調整済み要介護・要支援認定率は、平成 25年度以降減少傾向にあったが、平成 30年度以降ゆる

やかに上昇し、その後は 12％台が続いている。 

u 長野県や他町村と比較し、県よりは 1.0 ポイント低いが、他町村のなかでは３番目に高くなって

いる。
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(３) 特定健康診断・特定保健指導実施状況 

 

図表 19　特定健康診査（★）・特定保健指導実施率の推移 

 

出典：厚生労働省「特定健康診査・特定保健指導の実施状況」 
 

 

図表 20　特定健康診査実施率の比較（令和３年度） 

 

出典：長野県：厚生労働省「令和 3年度特定健康診査・特定保健指導に関するデータ」 
町村：厚生労働省「特定健康診査・特定保健指導の実施状況」 

 

図表 21　特定保健指導実施率の比較（令和３年度） 

 

出典：長野県：厚生労働省「令和 3年度特定健康診査・特定保健指導に関するデータ」 
町村：厚生労働省「特定健康診査・特定保健指導の実施状況」 

 

47.8 49.6 48.9 48.0 46.1

85.5 90.1 94.5

72.8 70.3

0.0

50.0

100.0

平成29年度平成30年度令和元年度令和２年度令和３年度 令和５年度

（％） 特定健康診査実施率 特定保健指導実施率

目標値

60.0

61.5 64.5 69.1

42.1
51.2 55.6

46.1 42.9

0.0

50.0

100.0

長野県 飯島町 池田町 小布施町 山ノ内町 野沢温泉村 信濃町 飯綱町

（％）

34.7

89.4 85.9

55.3

74.6

54.1
70.3

57.8

0.0

50.0

100.0

長野県 飯島町 池田町 小布施町 山ノ内町 野沢温泉村 信濃町 飯綱町

（％）

 u 特定健康診査実施率は、平成 30 年以降減少傾向にあり、令和３年度では 46.1％で、前期基本計

画の目標値である 60.0％には達していない。また、特定保健指導実施率も令和元年以降減少して

おり、令和３年度では 70.3％となっている。 

u 長野県及び他町村との比較では、特定健康診査実施率は県よりも 15.4 ポイント低く、他町村の

中でも３番目に低くなっている。特定保健指導実施率については、県よりも 35.4 ポイント高く、

他町村との比較では３番目に低い。
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(４) 社会参加の状況 

 

図表 22　65 歳以上就業者数・65 歳以上に占める就業者の割合の推移 

 

出典：総務省「国勢調査」 

 

図表 23　65 歳以上就業者数・65 歳以上に占める就業者の割合の比較（令和２年） 

 

出典：総務省「国勢調査」 

 

 

図表 24　通いの場への月１回以上参加率の比較（令和４年度） 

 
出典：厚労省「令和４年度介護予防・日常生活支援総合事業（地域支援事業）の 

実施状況（令和３年度実施分）に関する調査結果」
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 u 65 歳以上の就業者数は、年々増えており、また、65歳以上に占める就業者の割合も伸びており、

令和２年において 35.7％となっている。長野県及び他町村と比較すると、長野県よりも 5.1 ポイ

ントほど高い。しかし、他町村のなかでは３番目に低い。 

u 通いの場への月１回以上の参加率を長野県及び他町村と比較すると、信濃町は令和３年時点にお

いて 0.46％でかなり低く、長野県・他町村の中でも２番目に低くなっている。
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(５) 在宅等での看取り(死亡)の割合(自宅及び老人ホームでの死亡率） 

 

図表 25　在宅等での看取り(死亡)の割合の推移 

 

出典：長野県「保健衛生関係主要統計」 

 

図表 26　在宅等での看取り(死亡)の割合の比較（令和２年） 

 

出典：長野県「保健衛生関係主要統計」 
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 u 在宅等での看取り(死亡)の割合(自宅及び老人ホームでの死亡率）をみると、年によってバラつ

きがみられるが、令和２年において 0.83％とかなり低く、長野県及び他町村と比較してもかなり

低い状況である。
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第５章．基本目標４「安全に確かな暮らしができるまち」の分析 

(１) 二酸化炭素排出量 

 

図表 27　町有施設の二酸化炭素排出量の推移（★） 

 

出典：信濃町 
 

(２) １人１日あたりごみ排出量 

 

図表 28　１人１日あたりごみ排出量の推移（★） 
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 u 町有施設の二酸化炭素の排出量は、平成元年度以降減少傾向にあり、令和３年度時点では

2,163.2t で、前期基本計画の目標値の 2,444.8t を 281.6t ほど下回っている。ただし、新型コロ

ナウイルス感染拡大の影響により、施設の利用が減ったことで排出量が減っている点に留意が必

要。 

u 1 人 1 日あたりのごみ排出量は、平成 24 年から令和元年度まで減少傾向が続いていたが、令和２

年に増加し、令和３年度は 849ｇとなっている。前期基本計画の目標値である 800ｇには令和３

年度時点で、まだ達していないうえ、基準年の平成 30年度より多くなっている。
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(３) 地域公共交通の利用状況 

 

図表 29　地域公共交通利用者数の推移 
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 u 地域公共交通の利用者数は、平成 25年から平成 29年まで、２万人前後で推移していたが、平成

30 年以降減少傾向にあり、特に、ふれあいコスモス号は、平成 25年で 13,173 人の利用だったの

が、令和２年には 8,700 人と、平成 25年から 33.9％ほど減少し、他の路線に比べて大きく減少

している。（朝夕路線バス：24.3％減、国道線：7.4％減）
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第６章．基本目標５「地域資源を活用した産業があるまち」の分析 

(１) 産業構造 

 

図表 30　産業別事業所数と従業者数（令和３年） 

 
出典：総務省・経済産業省「令和３年経済センサス基礎調査」 

 

図表 31　産業大分類別付加価値額及び従業者一人当たり付加価値額（令和３年） 

 
出典：総務省・経済産業省「令和３年経済センサス基礎調査」 
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 u 産業大分類別の事業所数は、「宿泊業、飲食サービス業」「卸売業、小売業」の順に多くなってい

る。従業者は、「製造業」「卸売業、小売業」「宿泊業、飲食サービス業」の順に多い。 

u 産業大分類別付加価値額は、「製造業」「卸売業・小売業」「建設業」が高くなっている。 

u 従業者一人当たり付加価値額においても、「製造業」「建設業」では高くなっている。
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(２) 観光 

 

図表 33　観光地別入込客数の推移（★） 

 

出典：長野県「観光地利用者統計調査」 

 

図表 34　延日帰り客数・延宿泊客数の推移 

 

 
出典：信濃町「町勢要覧」 
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 u 観光地別の入込客数は、平成 18 年以降、90 万人前後で推移していたが、新型コロナウイルス感

染拡大の影響を受け、令和２、３年では約 50万人まで減少し、令和４年は約 75万人まで回復し

ているが、新型コロナウイルス感染拡大前の人数には達しておらず、また、前期計画の目標値で

ある 95万人にも達していない。 

u 令和４年の入込数を観光地別にみると、「ダングラム斑尾」の入込数は平成 17 年以降で最も多

く、また、「黒姫高原」も新型コロナウイルス感染拡大前の水準への回復がみられる一方、「野尻

湖・一茶記念館・遺跡」は回復が鈍い。 

u 延日帰り客数・延宿泊客数の推移をみると、延宿泊客数では平成 29 年以降、40 万人前後が来訪

しており、令和４年には約 46 万人と、令和元年の水準に回復がみられる。一方、延日帰り客数

は、平成 29年から令和元年まで 40 万人以上で増加傾向にあったが、新型コロナウイルス感染拡

大時期には 20 万人程度に落ち込み、令和４年においても 32 万程度と、宿泊客ほどの回復はみら

れない。
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図表 35　観光消費額の推移（★） 

 

出典：長野県「観光地利用者統計調査」 

 

図表 36　1 人あたり観光消費額の比較 

 

 

図表 37　外国人延べ宿泊者数推移（★） 

 

※令和２年度以降は、2,000 人を下回っており、データが公表されていないため掲載していない。 
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 u 観光消費額も、令和元年では、前期基本計画の目標値である 50 億 2,900 万円に達成しかけてい

たが、新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、令和２、３年で落ち込んでいる。令和４年は

約 45 億円まで回復しているが、新型コロナウイルス感染拡大前の消費額には達していない。 

u 1 人あたりの消費額は年々増加しており、長野県の１人あたり消費額に比べ、2,000 円程度高く

なっている。 

u 外国人延べ宿泊者数は、令和元年度において、前期基本計画の目標である 15,000 人を達成して

いる。しかし、令和２年には、渡航規制等もあり、6,981 人まで減っている。
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(３) 農業 
 

図表 38　農業産出額の推移（★） 

 
出典：農林水産省「市町村別農業産出額（推計）」 

 
図表 39　総農家数の比較（令和２年）

 
出典：農林水産省「2020 年農林業センサス」 

 
図表 40　１農家あたり農業産出額の比較（令和３年） 

 
出典：農業算出額：農林水産省「令和３年　市町村別農業産出額（推計）」 

総農家数：農林水産省「2020 年農林業センサス」 
 

図表 41　年齢別農業就業人口の推移（自営農業に主として従事した世帯員数） 

 
出典：信濃町「町勢要覧」

153 155 176 172 174 160 153 147

34 36
40 39 38

22 21 21

187 191
216 211 212

182 174 168

0

50

100

150

200

250

300

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和５年

畜産 耕種（千万円）
目標値

232

815

565
758 843

324

674

1,242

0

500

1,000

1,500

飯島町 池田町 小布施町 山ノ内町 野沢温泉村 信濃町 飯綱町

（農家数）

289
223 223

661
562

111

249
296

0

200

400

600

800

長野県 飯島町 池田町 小布施町 山ノ内町 野沢温泉村 信濃町 飯綱町

（万円/１農家）

6.6

5.6

4.0

1.0

1.2

2.9

2.7

3.4

1.7

3.0

4.6

2.7

2.9

2.5

3.5

7.9

9.7

11.7

6.0

5.8

29.9

27.0

27.2

33.4

27.7

48.2

52.3

50.8

55.5

58.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成12年

平成17年

平成22年

平成27年

令和2年

20代以下 30代 40代 50代 60代 70代

 u 農業算出額は、平成 27 年から増加傾向にあり、平成 30年までは 20 億円前後で推移していたが、

令和３年では 16億 8,000 万円と減少傾向にある。前期計画の目標値である 23億 2,000 万円には

至っていない。 

u 総農家数は、令和２年時点では 674 で、野沢温泉村を除き、近隣自治体や類似団体よりも少ない。 

u １農家あたりの農業算出額をみると、249 万円で、長野県よりも 40 万円ほど低く、近隣自治体や

類似団体と比較すると、小布施町、山ノ内町、飯綱町に次ぐ順番に位置している。 

u 年齢別に農業就業人口をみると、令和２年において、「70 代」が 58.8％と半数以上を占めており、

次いで「60代」が 27.7％と多い。年々「70 代以上」の割合は増え、担い手の高齢化がみられる。
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(４) 工業 

 

図表 42　製造品出荷額等及び粗付加価値額の推移 

 
出典：令和元年まで経済産業省「工業統計調査」、令和２年以降総務省・経済産業省「令和３年経済センサス基礎調査」 
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 u 製造品出荷額は、平成 24 年以降 200 億円台で推移していたが、令和２年には 337 億円まで増加

している。 

u 粗付加価値額は概ね 120 億円から 150 億円程度で推移しており、製造品出荷額等に占める粗付加

価値額の割合は、平成 25年から令和元年までは 50％前後で推移していたが、令和２年は 44.0％

と、減少している。


